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3月米小売売上高 市場予想を大幅に上回る
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図表１：3月の小売売上高は大幅に増加

小売売上高とは？
百貨店やスーパーなどの小売・サービス業の月間売上高について、サンプル調査をベースにした景
気関連の経済指標（耐久財と非耐久財に大別）。消費者が商品購入にどれだけお金を使ったかが分
かる。個人消費はGDP（国内総生産）の中でも大きな割合を占めることが多いため、個人消費のト
レンドや景気の良し悪しを判断するためにも重要視される。

サービス業などの雇用環境の改善も追い風に
新型コロナウイルスのワクチン接種が普及し、経
済活動の正常化が進んでいることなどを背景に、
雇用環境が改善していることも、家計の購買力を
高めていると考えられます。感染防止策として講
じられたロックダウン（都市封鎖）により、宿泊
業や飲食・サービス業などを中心に一時解雇が急
増したものの、経済活動の再開と足並みを揃える
ように再雇用が進み、サービス業の失業率は低下
傾向にあります（図表2）。
バイデン米大統領は、数百万人規模の雇用創出が
期待される大規模なインフラ投資計画を公表しま
した。今月中に、医療や育児などの支援策を追加
で打ち出す見込みであり、今後も政府による手厚
い家計支援と改善しつつある雇用環境により、小
売売上高は堅調に推移するものと思われます。

3月の小売売上高は2ヵ月ぶりに大幅増加
米商務省が15日発表した2021年3月の全米の小
売売上高（季節調整済み）は前月比９.8％増（市
場予想：同5.8％増）の6,191億ドルとなり、過去
最高となりました（図表１）。全米を襲った大寒
波の影響により2月に大きく減少した反動が一部
あるものの、強い結果となりました。
3月中旬にバイデン米大統領が1.9兆ドルにもおよ
ぶ大規模経済対策に署名しました。国民1人あた
り追加で1,400ドル（所得制限あり）の現金が給
付されたことや、週300ドルの失業保険の上乗せ
給付が延長されたことなどが、小売売上高の持ち
直しに繋がったものとみられます。追加の現金給
付等を受けて、今後も数ヵ月にわたり、米個人消
費はさらに押し上げられることが期待されます。

図表２：再雇用でサービス業の雇用環境が改善

※米小売売上高の推移
データ期間：2019年3月～2021年3月（月次）
出所）ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジ

メントが作成

※サービス業失業率の推移（季節調整前）
データ期間：2019年3月～2021年3月（月次）
出所）ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジ

メントが作成
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